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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

企鮒敵に関する鮒者の鰭一育児休業制度を中心にー

　　　　　ライフデザイン研究所　　林　千鶴
【目的】男女勤労者に育児休業を認める「育児休業等に関する法律」が1992年４月から施

行されている。本研究では、育児休業制度に対する勤労者の意識について明らかにする。

　【方法】郵送回収法による質問紙調査。対象：ライフデザイン研究所モニターより. 20～

49歳の有職（バー小、アルバイトは除く）既婚男女を抽出。実施時期: 1992年９月。有効

回収数475票（内訳：男性216･女性259､子供のいる人331･子供のいない人144)。

　【結果】全体の86.2％が、自社の育児休業制度の有無を認知している。しかし、制度の詳

細については「賃金保障規定」「賞与支給規定」しか認知されておらず、その他の項目に

ついては徹底されていない。子供がいない人に育児休業制度への利用意向を質問すると、

男性の68.9％･女性の54.3％の人が「自分もしくは配偶者が利用する」と回答している。

制度を利用したくない理由として「１年間休むと復職するのが不安」「休業中は無給であ

る」「休業明けの保育が難しい」などが挙げられた。育児と就業の両立に関する企業内制

度として要望の多い項目は、「育児休業制度の充実（給与や賞与の支給、勤続年数への算

入など）」「再雇用制度」「有給の産前産後休暇の延長」「子供の病気看護のための休暇

休業制度」である。また、子供を持つ人は「民間保育施設との提携」「企業内保育所の設

置」「妊娠・育児期の職種変更」を要望していた。休業中の代替要員の確保、休業中・休

業後のフォローなど育児休業制度の活用を促進するきめの細かな対応が各企業に求められ

ている。一方、制度が設けられていても、職場の無理解がその利用を阻害していることが

ある。社内教育や研修などにより、制度の理念について徹底させることが必要であろう。

2 Bp-13　　　　　　　　　　　女性の自立に関する研究（第1報）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一女性の自立とは何かー

　　　お茶女大生活　○袖井孝子　共立女大　細江容子　青葉学園短大　長津美代子

　　　【目的】　近年、「女性の自立」という言葉を目にし、耳にする機会が多いが、その内容

　　　や実態についてはほとんど明らかにされていない。本報告では、統計調査の結果を用いて

　　　自立の概念を明確化し、実際に女性が自らの自立状態をどのように把握しているのかをと

　　　らえることにしたい。なお本研究は、東京都生活文化局の委託によるものである。

　　　【方法】　調査地域は東京都全域（ただし島を除く）。対象者は35歳～59歳の女性。

　　　標本数は17 0 0 （住民基本台帳に基づく層化二段無作為抽出法）郵送法で1 991年８

　　　月から９月にかけて実施し、有効回収数は805票であった。

　　　【結果】自立を経済的自立（自活能力）、精神的自立(自己選択、自己決定、自己表現）

　　　関係性の自立（相手の立場の尊重、他者との協調）、生活自立（身辺処理能力）の４領域

　　　に分けて1 5項目の質問をしたところ、以下のような点が明らかにされた。（1）男性の

　　　自立にくらべて女性の自立にとって重要とみなされる項目ははるかに少ない。言い換えれ

　　　ば、一般に自立と考えられる状態は、男性を基準としたものであるといってよいだろう。

　　　　(2）職業世界における男性の達成は自立とみなされるが、家庭における女性の達成は自

　　　立とはみなされない。すなわち女性の多くは身辺処理能力を備えているが、これを自立の

　　　要件と考えている女性はきわめて少ない。（３）精神的自立を重視する者が多いが、とり

　　　わけ年齢の高い、専業主婦にこの傾向が強い。これは自己の立場の反映ないし合理化とみ

　　　てよいだろう。統計調査の結果は、男性に経済的に依存しつつ、その範囲内で自己実現を

　　　図ることを望む女性が、今なお大勢を占めることを示している。
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